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2015（平成27）年に策定された「第2 次山都町総合計画」では令和元年度までを前期期
間とし、行政と住民が一体となってまちづくりに取り組んできました。
令和2 年度からスタートする後期期間を迎えるにあたり、少子高齢化・人口減少・地域

経済の衰退などの課題解決に取り組む地方創生の視点に加えて、新たに持続可能な開発目
標（SDGs※） の視点を盛り込んだ「第2 次山都町総合計画後期基本計画」を策定いたしまし
た。
本冊子は町民の皆様に総合計画を身近なものとして感じていただくために策定した概

要版となります。
町民の皆様一人ひとりがまちづくりの一員として、できることを考え、行動するための

きっかけとなれば幸いです。

輝く‼
みんなでつくる『山の都』のものがたり

「山の都」の将来像

第２次山都町総合計画

総合計画は、基本構想、基本計画及び実施計画で
構成しています。

計画の構成

【基本構想】
町の基本理念、将来像及び基本方針を示すもので、計画期間は平成27年 度から令和6

年度までの10年間です。
【基本計画】

基本構想で示した基本方針に基づき、計画の期間内に重点的に取り組む基本施策につ
いて、数値目標を掲げながらまとめています。後期計画の期間は、令和2年度から令和6
年度の5年間です。
【実施計画】

総合計画に示した施策の実現にあたり、3年間で取り組む具体的な事業を示したもので
毎年見直します。

※SDG s：2015年9月に国連で開かれたサミ ットの中で、持続可能な社会をつくるために世界各国が合意した17の目標
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山の都の人口ビジョン

○1985 年に 62.9％を占めていた生産年齢人口は減少が続き、2015 年には 46.4％と全

人口の半数を下回りました。一方で、1985 年には 16.6 ％だった老年人口の割合は

2015 年には 44.5％と生産年齢人口の割合を上回る勢いで上昇しており、今後いっそ

う少子高齢化が加速することがうかがえます。

○2015（平成27）年時点で、子どもを産

むことのできる女性の数が減少してい

ることが分かります。

○2045年の推計人口では、全体的な人

口減少と合わせて、特に90歳以上の人

口が増え、超高齢化社会の進行が予想

されます。

現状分析

第２次山都町総合計画後期基本計画【概要版】

1



15,149

13,498

11,901

10,395

9,014

7,711

6,441

5,337

4,408

3,649

13,513

12,348

11,259

10,261

9,332

8,431
7,694

7,124
6,698

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

2018

8,451

3,049

2024
12,581

このまま人口減少が続くと、次のような影響が浮上してきます。

・年少人口減少の加速 ・社会保障費の増大 ・労働力不足、地域経済の縮小

・小中学校の統廃合 ・介護負担の増大 ・担い手不足

・医師、看護師不足 ・地域文化の継承、存続課題

人口の将来展望

人口目標

３ページからの各方針に沿って効果的な事業展開を図り、それぞれに掲げ

た数値目標を達成することにより、合計特殊出生率を上げ、社会移動を抑

えることで、人口減少の進行を緩やかにします。

・合計特殊出生率

・社会移動

2024年に約12,600人を下回らないことを目指す
（2060年に人口6,700人を維持する）

※１：一人の女性が出産可能とされる15 歳から49歳までに産む子供の数の平均

※２：町内への転入・町外への転出

（※１）

（※２）

1.94（2012 年）　⇒　2.00（2030 年）
2.00（2030 年）　⇒　2.10（2040 年）

2020年以降、男性の0～34歳、女性の0～49歳の移動率を0とする。
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カクゴ１：「山の都」の未来に光をあてる人づくり

1.94

50.0%

67.0%
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カクゴ２：「山の都」の特性を活かした魅力ある産業づくり

10人/年

5,000,000千円

1,000,000人/年

560,000千円/年
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カクゴ３：「山の都」での暮らしを守る環境づくり

28団体/年

37.0％

△78人

16.4％
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カクゴ４：「山の都」の個性が輝く地域づくり

80.0％

20人/年

2,850人/年

80.0％
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カクゴ５：効果的な行財政運営

基本方針①行政運営の効率化と具体的な財政支出の縮減、事務事業の評価、見直し

5,950 百万円

基本方針②人事評価制度の導入、
職員の意識改革

医療職・技能労務職を含む全職員実施

基本方針③行政情報の適正な管理

システムの構築

基本方針④行政財産の適正な管理

172,432 ㎡

基本方針⑤住民参画、情報公開、広報・
広聴の充実

3,000 人

・第 2 次山都町総合計画後期基本計画【概要版】につきましては、本誌が保存版です。
広報誌を読み終わられましたら、抜き取っていただき、お手元での保管をお願いい
たします。

・また、総合計画の本編をご覧になられたい方は本町のホームページから閲覧が可能
です。併せてご確認ください。

・ご質問等ございましたら、下記連絡先までご連絡ください。

【連絡先】
山都町役場企画政策課
電話：0967-72-1214
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